
学校いじめ防止基本方針 

 

１ いじめ防止の基本的な考え方 

(1) いじめの定義 

＜いじめ防止対策推進法＞ 

第 2条 この法律において「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在

籍する学校に在籍している等当該児童等との一定の人間関係にある他の児童

等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行わ

れるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を

感じているものをいう。 

 

ア いじめの表れとして考えられること 

・冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる。 

・仲間はずれ、集団による無視をされる。 

・軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする。 

・ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする。 

・金品をたかられる。 

・金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする。 

・嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする。 

・パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる。 

  イ いじめの理解 

   ・どの子どもにも、どこでも起こりうる。 

   ・「暴力を伴わないいじめ」も、何度も繰り返されたり大勢から集中的に

行われたりすることで、「暴力を伴ういじめ」と同じく生命または心身

に重大な危険を生じさせることがある。 

   ・「被害者」「加害者」だけでなく、はやし立てたりおもしろがったりする 

「観衆」や見て見ぬふりをする「傍観者」にも気をつけ、集団全体がい

じめを許さない雰囲気となるように指導や支援をする。 

 

  (2) 基本的な考え方 

いじめは、どのような理由があろうとも絶対に許されない行為である。

いじめが重篤になるほど状況は深刻さを増し、その対応は難しくなる。そ

のため、いじめの未然防止とともに、適切な初期対応が重要である。   

 また、被害者が嫌だと思っていなくても、周りで見ている人がその関わ

り方がいじめのようで嫌だと感じたら、それもいじめである。 



２ いじめ防止のための対策 

(1) 学校いじめ対策組織 

  ア 構成員 

    校長・教頭・教務主任・生徒指導主任・養護教諭 

    （必要に応じて、関係の深い教職員・SC・SSW等を追加する。） 

  イ  実施計画 

(ｱ) いじめ対策委員会（年３回） 

いじめアンケート実施の一週間後に行い、アンケートの情報収集

とその後の対応について協議する。また、いじめ防止基本方針の点

検及び見直し、いじめ対策の企画立案も行う。 

(ｲ) 緊急会議 

いじめの情報があった時に、随時対応の協議を行う。 

  

(2) いじめの未然防止 

  ア 道徳教育の推進 

    社会性や規範意識、思いやりなどの豊かな心を育み、互いの個性を認め、

心の通う人間関係をつくるとともに、コミュニケーション能力の基礎

や人権感覚を養うため、教育活動全体を通じて道徳教育の充実を図る。 

   イ 子どもの自主的活動の場の設定 

    学級活動及び児童会活動などで、子どもが自主的にいじめについて考

え議論するような、いじめ防止に資する活動に取り組む。 

   ウ 保護者や地域との連携 

    家庭、地域、学校が連携し、子どもの健やかな成長を見守り、協力して

対応する。 

   エ 配慮を要する子どもへの支援 

    子どもの特性を踏まえた適切な支援及び指導を、組織的に行う。 

   オ 教職員の資質向上 

    ソーシャルスキル研修や人権研修等、事例を元にした研修を行い、事案

対処に関する教職員の資質能力向上を図る。 

 

(3) いじめの早期発見・早期対応 

ア いじめの情報共有の体制整備 

  いじめの通報を受けたり、いじめの疑いがあったりするときは、教職員

はまず生徒指導主任に報告する。その後、学校いじめ対策組織で緊急会

議を開き、対応を協議する。 

  



イ いじめへの対応 

   いじめが確認された場合は、いじめをやめさせ再発を防止するために

学校いじめ対策組織を活用し、必要に応じてスクールカウンセラーや

スクールソーシャルワーカーの協力を求める。そして、いじめの被害

者や加害者、それぞれの保護者に対する支援や助言、指導を継続的に

行う。 

  ウ いじめの解消 

   いじめが「解消している」状態とは、①いじめに係る行為が少なくと

も３か月を目安としてやんでいること②いじめを受けた子どもが心

身の苦痛を感じていないことの２点が満たされている状態である。ま

た、「解消している」状態に至っても、再発する可能性が十分あり得

ると考え、日常的に注意深く観察する。 

  エ 学校評価による取組の改善 

   いじめの防止等のための取組に係る達成目標を設定し、学校評価にお

いて達成状況を評価する。 

 

(4) 重大事態への対処 

 

＜いじめ防止対策推進法＞ 

第２８条  

一 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な

被害が生じた疑いがあると認めるとき。 

二 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席するこ

とを余儀なくされている疑いがあると認めるとき。            

    重大事態が発生した場合には、学校は学校の設置者に報告し、設置者

の判断のもと、速やかに設置者又は学校のもとに調査組織を設け、事

態への対処や同種の事態の防止に向け、客観的な事実関係を明確にす

るために調査を行う。 


